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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自動消火剤（１０）の製造方法（１００）であって、該自動消火剤は消火組成物で満た
され、かつ２～１００μｍの大きさを有するマイクロカプセル（２）、及び結合剤（３）
を含む、消火特性を有する材料から作成され、プレートに成形されている自動消火剤（１
０）であって、前記マイクロカプセルはハロカーボンがポリ尿素及び／又はポリウレタン
の高分子シェル中に封入されて成り、前記結合剤（３）は高分子成分並びに鉱物繊維（５
）及び／又は鉱物粒子を含む複合材料であり、前記ハロカーボンはポリイソシアネートプ
レポリマーを基にした前記ポリ尿素及び／又はポリウレタンの高分子シェル中に封入され
、下記の段階：
　－前記消火剤と前記ポリイソシアネートとの第１混合物を調整する段階（１０１）；
　－ポリビニルアルコールの水溶液中で前記第１混合物の乳濁液を得る段階（１０２）；
　－得られた前記乳濁液をポリエチレンポリアミンの水溶液に添加する段階（１０２０）
；
　－水中で前記マイクロカプセルの懸濁液を生成する段階（１０３）；
　－前記懸濁液と前記結合剤との第２混合物を調製する段階（１０４）；
　－前記第２混合物を前記プレートに成形する段階（１０４０）；
　－前記プレートを乾燥する段階（１０５）；
　－接着剤層（６）を前記プレートの片面に適用する段階（１０７）；
　－前記接着剤層を剥離可能な保護フィルム（７）で被覆する（１０８）段階；
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　－前記プレートを所望の大きさの片に切断する段階（１０６）、を含む、製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本特許出願は消火剤、特に自動消火剤に関し、それは火災の初期段階において消火のた
めに使用することができる。
【０００２】
　より詳細には、本発明の一態様によれば、本発明は自動消火剤に関する。
【背景技術】
【０００３】
　従来技術の消火剤は消火特性を有する材料からできており、高分子結合剤中に埋め込ま
れた消火組成物のマイクロカプセルから構成されている。マイクロカプセルは球状ゼラチ
ンシェルから成る微小球体であり、各々は、例えば式Ｃ３Ｆ７Ｉ、又はＣｎＦ２ｎ＋２、
又は（Ｃ２Ｆ５）２Ｎ（ＣｍＦ２ｍ＋１）（式中、ｎ＝５‐７、及びｍ＝１-２）の有機
ハロゲン化合物の種類におけるあらゆる物質の液体消火剤を封入しており、それらは加熱
されると自動的に放出される。マイクロカプセルは１００～４００μｍ、（つまり、１０
－４ｍ～４・１０－４ｍ）の大きさを有しており、１３０～１４９℃及び１６６～１９０
℃の温度範囲内で開裂する（ロシア特許第２１６１５２０号、１９９８年）。
【０００４】
　従来技術の消火剤では不十分である。なぜなら消火剤で使用されるマイクロカプセルの
ためのゼラチンシェルを作成して消火組成物をマイクロカプセル化することは、技術的に
複雑かつ費用のかかる工程であり、この材料から製造される製品の費用を大幅に上昇させ
るためである。その上、従来技術の消火剤は、常に許容されるものではない非常に高い引
き金となる閾値（１３０℃の温度）を有している。
【０００５】
　最も近い関連従来技術の発明においてクレームされた消火剤は、消火組成物を含むマイ
クロカプセルを包含した消火特性を有する材料からできた自動消火剤である。前記マイク
ロカプセルは、２～１００μｍ、（つまり２・１０－６ｍ～１０－４ｍ）の範囲の大きさ
を有し、前記材料は、ポリ尿素及び／又はポリウレタンの高分子シェル中に封入されるハ
ロカーボン、及び結合剤、例えば高分子樹脂である。従来技術の消火剤は、７０％～９０
％の間で変化するハロカーボンの質量含有量を有する。消火特性を有する材料は、固相担
体、例えば、金属基板に適用される（ロシア特許第９０９９４号、２００９年）。
【０００６】
　従来技術の消火剤は１１０～１６５℃の温度範囲内で開裂するカプセルを有しており、
より安価な費用で高度な工程にて製造される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】ロシア特許第２１６１５２０号明細書
【特許文献２】ロシア特許第９０９９４号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、従来技術の消火剤は多くの欠点を有している。例えば、経時的に、及び
／又は環境の温度及び水分含量の変動により、消火層に亀裂が入り基板表面から剥がれ落
ちる可能性がある。その結果、消火剤の消火特性は劣化し、発火に応答して機能しないか
もしれない。さらに、保護される対象物の壁にしっかりと接着される消火組成物で被覆さ
れた基板材料、例えば金属について、消火剤が付着する表面は、例えば滑らかで平坦など
の一定の要件を満たさなくてはならず、要件は実際には、常に達成可能なものではない。
また、消火特性を有する材料は、そこに含まれるハロカーボンの含有量が７０％～９０％
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の範囲外であるときに、その最高の特性を示すことが実際に証明されている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本特許出願の目的は、マイクロカプセル化された消火組成物を基にした消火特性を有す
る複合材料から作成された自動消火剤を開発することであり、それは、固相基板を用いる
ことなく、耐久性があり、頑丈で、かつ可撓性を有しており、実際の使用に適している。
【００１０】
　本発明の技術的効果は、消火特性を有し、かつ消火組成物で満たされて、２～１００μ
ｍ（つまり、２．１０－６ｍ～１０－４ｍ）の範囲の大きさを有するマイクロカプセル、
及び結合剤を含む材料から作成される自動消火剤において達成される。前記マイクロカプ
セルはハロカーボンがポリ尿素及び／又はポリウレタンの高分子シェル中に封入されて成
り、前記結合剤は高分子成分並びに鉱物繊維及び／又は鉱物粒子を含む複合材料である。
前記ハロカーボンはポリイソシアネートプレポリマーを基にしたポリ尿素及び／又はポリ
ウレタンの高分子シェル中に封入され、前記ハロカーボンは１，１，２，２‐テトラフル
オロジブロモエタン、及び／又は１，１，２‐トリフルオロトリクロロエタン、及び／又
は２‐ヨード‐１，１，１，２，３，３，３‐ヘプタフルオロプロパン、及び／又はそれ
らと他のハロカーボンとの混合物である。
【００１１】
　混合物中の他のハロカーボンは、好ましくは下記の第２物質のうちのいずれか１つを含
む：（ａ）１，１，２，２‐テトラフルオロエタン；（ｂ）１，１‐ジフルオロ‐２，２
，２‐トリクロロエタン；（ｃ）１，２‐ジフルオロトリクロロエタン；（ｄ）１，１‐
ジフルオロ－１，２‐ジクロロエタン；（ｅ）１，２‐ジフルオロ‐１，１‐ジクロロエ
タン；（ｆ）１，１‐ジフルオロ‐１‐クロロエタン；（ｇ）１‐フルオロ‐１，１‐ジ
クロロエタン；（ｈ）１‐フルオロ‐２‐クロロエタン；（ｉ）ペンタフルオロクロロエ
タン；（ｊ）１，１，２，２‐テトラフルオロジクロロエタン；（ｋ）１，１，１‐トリ
フルオロトリクロロエタン；（ｌ）１，１，２‐トリフルオロトリクロロエタン；（ｍ）
１，１‐ジフルオロテトラクロロエタン；及び（ｎ）１，２‐ジフルオロテトラクロロエ
タン。
【００１２】
　好ましくは、鉱物繊維は下記の材料のうちの少なくとも１つを含む：（ａ）ガラス繊維
；（ｂ）玄武岩繊維；（ｃ）天然鉱物の繊維；及び（ｄ）合成鉱物の繊維。
【００１３】
　好ましくは、鉱物粒子は下記の材料のうちの少なくとも１つを含む：（ａ）方解石；（
ｂ）大理石；（ｃ）白亜；（ｄ）天然鉱物；及び（ｅ）合成鉱物。
【００１４】
　好ましくは、高分子成分は下記の物質のうちの少なくとも１つを含む：（ａ）アクリル
樹脂；（ｂ）アルキド樹脂；（ｃ）グリプタル樹脂；（ｄ）ラテックス樹脂；（ｅ）ペン
タフタル樹脂；（ｆ）エポキシ樹脂；（ｇ）ポリウレタン；（ｈ）ポリ尿素；（ｉ）ポリ
ビニルアルコール；及び（ｊ）ポリ酢酸ビニル。
【００１５】
　消火剤はプレートの形態で製造されることが好ましい。
【００１６】
　ポリイソシアネートプレポリマーを基にしたポリ尿素又はポリウレタンから作成される
マイクロカプセルは、高い強度を有するためにハロカーボンで満たすことができ、また、
１１０～１６５℃の範囲の特定の温度で破裂する薄いシェルを有する。消火剤に対してシ
ェルは長期にわたってしっかりと密閉されたままであるため、最大１０％の効率損失で数
年間貯蔵することができる。
【００１７】
　ポリイソシアネートは数千のヒドロキシル基又はアミノ基と反応するため、本発明にお
いて使用されるポリイソシアネートプレポリマーは、より強い化学結合を有する「濃密」
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で多孔質なポリ尿素高分子及び／又はポリウレタンを作り出すために必要不可欠である。
【００１８】
　高分子成分並びに鉱物繊維及び／又は鉱物粒子を含む複合高分子材料である結合剤は、
消火剤に強度、可撓性、及び耐久性をもたらす。
【００１９】
　高分子成分の特性は消火剤を製造するために有益であり、マイクロカプセル及び複合材
料のその他の成分は樹脂中で分散され、そして得られた液体は請求項に係る消火剤に成形
及び固化される。
【００２０】
　鉱物成分は、消火剤の製造工程の間にカプセルが充填物中に均一に分布することを助け
るため、充填物は乾燥時にカプセルを押圧しない。鉱物繊維は、得られた材料に亀裂が入
ることを防ぎ、かつ鉱物粒子により材料中の全カプセルのために材料中に空気孔が形成さ
れて発火に応じて機能するため、カプセル中に包含された全てのガスが、その一部分だけ
ではなく、消火のために使用される。
【００２１】
　消火剤のプレート形状の幾何学は、使用時に消火剤の最大効率をもたらす。プレート形
状の他に、消火剤は特定の対象物を保護するのに適した任意の他の形状を有してもよい。
【００２２】
　本発明の第２実施形態によれば、本発明は、請求項に係る発明による自動消火剤の製造
方法に関する。本方法は下記の製造段階を含む：
　－消火剤とポリイソシアネートとの第１混合物を調整する段階；
　－ポリビニルアルコールの水溶液中で第１混合物の乳濁液を得る段階；
　－得られた乳濁液をポリエチレンポリアミンの水溶液に添加する段階；
　－水中でマイクロカプセルの懸濁液を生成する段階；
　－懸濁液と結合剤との第２混合物を調製する段階；
　－第２混合物からプレートを成形する段階；
　－プレートを乾燥する段階；
　－接着剤層をプレートの片面に適用する段階；
　－接着剤層を剥離可能な保護フィルムで被覆する段階；及び
　－プレートを特定の大きさの片に切断する段階。
【００２３】
　この製造方法は、使用時に、消火剤を強力に放出し、かつ可撓性を有し、頑丈で、耐久
性、信頼性があり、軽量である、非常に効果的な消火剤を得るのに役立つ。
【００２４】
　本発明の第３実施形態によれば、本発明は、本発明の自動消火剤を使用して発火後１０
～２０秒以内に消火する対象物に関連する。
【００２５】
　本発明は、例えば配電盤及び電源ボックス（特に電源コンセントボックス）、車両のエ
ンジンベイ、変電所、サーバーステーション、並びにその他の電気開閉装置及び電力装置
などの対象物を、火災による破壊から保護するのに効果的に役立つ。
【００２６】
　本発明のその他の特徴的な機能及び利点は、本明細書に添付される図１～４を参照しな
がら、以下の例示的かつ非限定的な記載から明らかとなろう。
【００２７】
　本特許出願を図面により説明する：
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】図１は自動消火剤の一般概略的な側面図である。
【図２】図２は複合消火材料の構造における顕微鏡写真である。
【図３】図３は、保護される対象物に配置された請求項に係る消火剤の特定の実施例であ
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り、特に図３は電源コンセントボックスに配置された消火剤を示している。
【図４】図４は、保護される対象物に配置された請求項に係る消火剤の特定の実施例であ
り、特に図４は配電盤内での消火剤の適用を図式的に示している。
【図５】図５は本発明の自動消火剤の製造方法における段階の例示的な順序を図式的に示
している。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　本発明の第１実施形態において、本発明は消火特性を有する複合材料のシート１の切片
である自動消火剤１０に関する。材料は、２～１００μｍ（つまり２・１０－６ｍ～１０
－４ｍ）の大きさを有し、ポリイソシアネートプレポリマーを基にしたポリ尿素及び／又
はポリウレタンの高分子シェル中に封入される、ハロカーボン、例えば１，１，２，２‐
テトラフルオロジブロモエタン、及び／又は１，１，２‐トリフルオロトリクロロエタン
、及び／又は２‐ヨード‐１，１，１，２，３，３，３‐ヘプタフルオロプロパン、及び
／又はそれらと他のハロカーボンとの混合物から選択される消火組成物のマイクロカプセ
ル２を含む。
【００３０】
　前述のハロカーボンは下記のハロカーボンとの混合物として使用することができる：１
，１，２，２‐テトラフルオロエタン；１，１‐ジフルオロ‐２，２，２‐トリクロロエ
タン；１，２‐ジフルオロトリクロロエタン；１，１‐ジフルオロ‐１，２‐ジクロロエ
タン；１，２‐ジフルオロ‐１，１‐ジクロロエタン；１，１‐ジフルオロ‐１‐クロロ
エタン；１‐フルオロ‐１，１‐ジクロロエタン；１‐フルオロ‐２‐クロロエタン；ペ
ンタフルオロクロロエタン；１，１，２，２‐テトラフルオロジクロロエタン；１，１，
１‐トリフルオロトリクロロエタン；１，１，２‐トリフルオロトリクロロエタン；１，
１‐ジフルオロテトラクロロエタン；１，２‐ジフルオロテトラクロロエタンなど。
【００３１】
　マイクロカプセル２は結合剤３中で分散され、結合剤３は高分子成分並びに繊維５及び
／又は粒子の形態の鉱物成分４を含む複合高分子材料である。天然及び合成の鉱物は、結
合剤中で鉱物成分４として使用することができる。ガラス繊維、玄武岩繊維、及びその他
の繊維は鉱物繊維５として使用することができる。方解石、大理石、白亜、及びその他の
粒子は鉱物粒子として使用することができる。
【００３２】
　高分子成分は、アクリル樹脂、及び／又はアルキド樹脂、及び／又はグリプタル樹脂、
及び／又はラテックス樹脂、及び／又はペンタフタル樹脂、及び／又はエポキシ樹脂、及
び／又はポリウレタン、及び／又はポリ尿素、及び／又はポリビニルアルコール、及び／
又はポリ酢酸ビニルから選択することができる。
【００３３】
　保護フィルム７で被覆された接着剤層６（図１）を成形された複合材料１の片面に適用
して、それを保護される対象物の表面に取り付ける。
【００３４】
　本発明の第２実施形態によれば、本発明は自動消火剤１０の製造方法（１００）に関す
る。
【００３５】
　相界面での重合によりマイクロカプセル化されたハロカーボンが得られる。このために
、消火剤とポリイソシアネートとの第１混合物を調整する（１０１）。得られた第１混合
物をポリビニルアルコールの水溶液に注ぎ、乳濁液を得る（１０２）。ポリエチレンポリ
アミンの水溶液に乳濁液を添加して（１０２０）懸濁液を得て（１０３）、マイクロカプ
セル２のシェルを形成する。マイクロカプセル２及び消火剤の懸濁液を結合剤３と混合し
て、第２混合物を得る（１０４）。
【００３６】
　得られた第２混合物質を固化及び乾燥（１０５）のために設計された受け皿に置く（１
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０４０）。固化及び乾燥した複合材料１を所望の形状片に切断し（１０６）、それが消火
特性を有する消火剤１０として使用される。消火剤１０を保護される対象物の表面に貼る
ために、消火剤１０の片面を接着剤層６で被覆し（１０７）、それを容易に剥離可能な保
護フィルム７で被覆する（１０８）。
【００３７】
　図５は、本発明による自動消火剤の製造方法（１００）において、前述の段階の可能性
のある順序の例を図式的に示している。
　－消火剤とポリイソシアネートとの第１混合物を調整する段階（１０１）；
　－ポリビニルアルコールの水溶液中で第１混合物の乳濁液を得る段階（１０２）；
　－得られた乳濁液をポリエチレンポリアミンの水溶液に添加する段階（１０２０）；
　－水中でマイクロカプセルの懸濁液を得る段階（１０３）；
　－懸濁液と結合剤との第２混合物を調製する段階（１０４）；
　－第２混合物を所望の厚さのプレートに成形する段階（１０４０）；
　－プレートを乾燥する段階（１０５）；
　－接着剤層６をプレートの片面に適用する段階（１０７）；
　－接着剤層を剥離可能な保護フィルム７で被覆する段階（１０８）；
　－プレートを所望の大きさの片に切断する段階（１０６）。
【００３８】
　本発明の第３実施形態によれば、本発明は、本発明の自動消火剤１０を使用して発火後
１０～２０秒以内に消火する対象物１１及び１２に関する。使用において、自動消火剤１
０を火災危険の可能性がある場所に配置し、かつ火災の初期段階において発火と同時に消
火する。消火剤が１１０℃超の温度まで加熱されてマイクロカプセルシェルが壊れると、
火災は大量に放出されるハロカーボン蒸気によって鎮火する。火は発火後１０～２０秒以
内に消され、保護される対象物が破壊するのを防ぐことができる。消火剤は配電盤１１（
図４）及びボックス（図３）、車両のエンジンベイ、変電所及びサーバーステーション、
並びにその他の電気開閉装置及び電力装置を火災から保護するのに有効である。
【００３９】
　本特許出願の発明は、消火剤を強力に放出し、かつ可撓性を有し、頑丈で、耐久性、信
頼性があり、使いやすい、非常に効果的な消火剤１０をもたらす。
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